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根拠法  独立行政法人水産総合研究センター法（平成 11 年法律第 199 号） 

主務府省 農林水産省水産庁増殖推進部研究指導課、大臣官房文書課（評価

委員会庶務） 

設立年月日 平成 13 年４月１日 

沿 革  昭 4.3 農林省水産試験場（昭 18.11 農商省 → 昭 20.8 農林省） →  

昭 24.6 農林省水産研究所 → 昭 53.7 農林水産省水産庁水産研究所 

     昭 54.3 農林水産省水産庁養殖研究所 

     昭 54.3 農林水産省水産庁水産工学研究所 

               （*1）→ 平 13.4 独立行政法人水産総合研究センター 

     昭 46.7 海洋水産資源開発センター 

     昭 38.4 社団法人瀬戸内海栽培漁業協会  

       → 昭 54.7 社団法人日本栽培漁業協会 

       平 13.4 独立行政法人さけ・ます資源管理センター 

目 的 １．水産に関する技術の向上に寄与するための総合的な試験及び研

究等を行うとともに、さけ類及びます類のふ化及び放流を行うことを目的

とする。２．海洋水産資源開発促進法（昭和 46 年法律第 60 号）第３条第

１項に規定する海洋水産資源の開発及び利用の合理化のための調査等を行

うことを目的とする。 

業務の範囲 １．上記目的の１を達成するため、次の業務を行う。（１）水産

に関する総合的な試験及び研究、調査、分析、鑑定並びに講習を行うこと。

（２）水産に関する試験及び研究に必要な種苗及び標本の生産及び配布を

行うこと。（３）栽培漁業に関する技術の開発を行うこと。（４）さけ類及

びます類のふ化及び放流（個体群の維持のためのものに限る。）を行うこと。
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（５）前記１．（１）から（４）の業務に附帯する業務を行うこと。２．上

記目的の２を達成するため、次の業務を行う。（１）海洋の新漁場における

漁業生産の企業化その他の海洋水産資源の開発及び利用の合理化のための

調査を行うこと（次の（２）から（４）に掲げるものを除く。）。（２）海洋

の漁場における新漁業生産方式の企業化のための調査を行うこと。（３）海

洋水産資源の開発及び利用の合理化に関する情報及び資料の収集及び提供

を行うこと。（４）前記２．（１）から（３）の業務に附帯する業務を行う

こと。３．前記２．（２）の規定による調査は、漁業を営む者又はその団体

のみではその新漁業生産方式の企業化を図ることが著しく困難である場合

に限り、行うことができる。４．前記１．及び２．に規定する業務のほか、

遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法

律（平成 15 年法律第 97 号）第 32 条第１項の規定による立入り、質問、検

査及び収去を行う。５．前記１．２．及び３．に規定する業務のほか、こ

れらの業務の遂行に支障のない範囲内で、委託を受けて、海洋生物資源の

合理的な保存、管理及び利用のために必要な調査を行う者の養成及び確保

を行うことができる。 

財務及び予算の状況 

＜資本金＞  ５８，７２５百万円 

＜国有財産の無償使用＞ あり  

＜予算計画＞                      （単位：百万円） 

 
区  別 

中期計画予算 

（平成 23～27 年度） 
平成 25 年度予算 

収

入 

運営費交付金 

 運営費交付金 

 東日本大震災復旧・復興運営費交

付金 

政府補助金等収入 

施設整備費補助金 

船舶建造費補助金 

受託収入 

諸収入 

前年度からの繰越 

計 

78,800 

78,800 

- 

 

3,800 

9,412 

5,700 

14,160 

8,543 

- 

120,416 

14,546 

14,356 

190 

 

760 

270 

- 

2,832 

1,540 

4,222 

24,169 



支

出 

一般管理費 

業務経費 

 研究開発等経費 

  研究開発等経費 

     東日本大震災復旧・復興研究開

発等経費 

開発調査経費 

政府補助金等事業費 

施設整備費 

 施設整備事業 

 東日本大震災復旧・復興施設整備

事業 

船舶建造費 

受託経費 

人件費 

計 

3,894 

37,098 

19,122 

19,122 

- 

 

17,976 

3,800 

9,412 

9,412 

- 

 

5,700 

14,160 

46,351 

120,416 

828 

6,940 

3,717 

3,527 

190 

 

3,223 

760 

4,326 

2,036 

2,290 

 

- 

2,832 

8,483 

24,169 

＜短期借入金の限度額＞ ２，４００百万円 

組織の概要 

＜役員＞ （理事長・定数１人・任期４年）松里 壽彦 （理事・定数５人以

内・任期２年）井上 潔、原口 和夫、和田 時夫、花房 克磨、武井 篤（監

事・定数２人・任期２年）朝比奈 清、杉田 賢一 

＜職員数＞ １，５８０人（常勤職員９３４人、非常勤職員６４６人） 

＜組織図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

理  事  

監  事  

北 海 道 区 水 産 研 究 所  

東 北 区 水 産 研 究 所  

中 央 水 産 研 究 所  

日 本 海 区 水 産 研 究 所  

国 際 水 産 資 源 研 究 所  

瀬 戸 内 海 区 水 産 研 究 所  

西 海 区 水 産 研 究 所  

増 養 殖 研 究 所  

水 産 工 学 研 究 所  

開 発 調 査 セ ン タ ー  

本 部  

・ 経 営 企 画 部  

・ 総 務 部  

・ 研 究 推 進 部  

・ 監 理 室  

・ 社 会 連 携 推 進 本 部 長

理 事 長  



中期目標

第１ 中期目標の期間

センターの中期目標の期間は、平成２３年４月１日から平成２８年３月３１日までの５年間とす

る。

第２ 業務運営の効率化に関する事項

運営費交付金を充当して行う事業については、業務の見直し及び効率化を進め、中期目標期間中、

平成２２年度予算額を基準として、一般管理費については、毎年度平均で少なくとも対前年度比３

％の抑制、業務経費については、毎年度平均で少なくとも対前年度比１％の抑制を行った金額相当

額以内に抑制する。

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、手当を含め役職員給与の在り方に

ついて厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定し、その適正化に取り組むとともに、検

証結果や取組状況を公表するものとする。

総人件費についても、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平

成１８年法律第４７号）に基づく平成１８年度から５年間で５％以上を基本とする削減等の人件

費に係る取組を平成２３年度も引き続き着実に実施するとともに、「公務員の給与改定に関する

取扱いについて」（平成２２年１１月１日閣議決定）に基づき、政府における総人件費削減の取

組を踏まえるとともに、今後進められる独立行政法人制度の抜本見直しの一環として、厳しく見

直すこととする。

なお、以下の常勤の職員に係る人員及び人件費は、削減対象から除くこととする。

①競争的資金、受託研究資金又は共同研究のための民間からの外部資金により雇用される任期付職員

②任期付研究者のうち、国からの委託費及び補助金により雇用される者及び運営費交付金により雇用

される国策上重要な研究課題（第三期科学技術基本計画（平成１８年３月２８日閣議決定）において

指定されている戦略重点科学技術をいう。）に従事する者並びに若手研究者（平成１７年度末におい

て３７歳以下の研究者をいう。）

１ 効率的・効果的な評価システムの確立と反映

センターは、業務の質の向上と業務運営の効率化を図るため、独立行政法人評価委員会（以下「評

価委員会」という。）の評価に先立ち、自ら業務の運営状況及び成果について、外部専門家・有識者

等を活用しつつ点検を行い、業務実施の的確性や透明性を確保する。その際、農林水産省が行う水

産業に係る施策の内容を業務内容にとり入れるとともに、法人の内部評価において点検を行うこと

とする。その点検結果は、評価委員会の評価結果と併せて業務の運営に適切に反映する。

研究開発等の課題の評価については、成果の質を重視するとともに、できるだけ具体的な指標を

設定して取り組む。また、研究成果の普及・利用状況の把握、研究資源の投入と得られた成果の分

析を行う。評価結果は、資金等の配分や業務運営に適切に反映させる。

また、職員の業績評価は、その結果を適切に研究資金等の配分、処遇等に反映させる。

２ 資金等の効率的利用及び充実・高度化

（１）資金

センターは、中期目標の達成のため、運営費交付金を効率的に活用して研究開発等を推進する。

さらに、研究開発等を加速するため、競争的研究資金を含む外部資金の獲得に積極的に取り組む

とともに、評価制度を活用して資金の効率的な使用を図る。

（２）施設・設備

研究開発業務を円滑に実施するための環境の維持・向上を目的として、効率性を重視した施設、



船舶及び設備の計画的な更新・整備を行う。また、国公立研究機関、大学等との相互利用を含め

た利用計画を策定し、効率的な運用を図る。

（３）組織

水産政策上の喫緊の課題に的確かつ効果的に対応して、重点化した研究課題に取り組むととも

に、消費者及び地域のニーズに対応した成果の効率的な創出と、次代の研究開発のシーズとなる

基礎的かつ先導的な研究開発の成果を蓄積するため、センター内の資金等を有効に活用し得るよ

う、地方組織及び各種部門間の機動的かつ柔軟な連携を推進する。このため、栽培漁業センター、

さけますセンター及び研究所の組織の一元化により、事業所数の更なる縮減を図るとともに、事

務及び事業の一体的実施による効果を最大限発揮することで、経費の縮減（効率化目標）の達成

に貢献する。

ア．研究所の試験・研究開発業務と、栽培漁業センターの種苗生産・放流技術開発業務とは、相

互に密接に関連し合うことから、研究課題の成果の一層の向上等のシナジー効果（相乗効果）

を発現させるとともに、管理部門の一層の効率化を推進するために、研究所と従来の栽培漁業

センターの事務及び事業の一体的実施を行う。

イ．個体群維持のために必要な、さけ類・ます類のふ化・放流事業実施のために設置されている

事業所については、業務の効果的・効率的な遂行の観点から、研究所との組織の一元化を図る

とともに、技術普及・モニタリングのみを行っている事業所については、近隣の事業所への統

合を図る。

（４）職員の資質向上及び人材育成

センターは、業務の円滑化と効率的な推進に資するため、研究開発職等各職種ごとに必要とす

る能力を明らかにしつつ、職員の資質向上を計画的に行う。また、研究開発職については、競争

的意識の向上とインセンティブの効果的な付与、多様な任用制度を活用したキャリアパスの開拓、

他の独立行政法人を含む研究開発機関等との円滑な人材交流等、これら職員の資質向上を図るこ

とができる条件整備を行う。

（５）保有資産の見直し

ア．小型の漁業調査用船舶の見直し

小型の漁業調査用船舶については、費用対効果を検証の上、不要なものの廃船について検討

を行う。

イ．宿泊施設の見直し

利用率が低調な宿泊施設等について、これまでの利用状況、必要性や費用対効果を検証の上、

不要と判断されたものについては、施設の在り方について廃止も含め検討を行う。

ウ．金融資産の見直し

海洋水産資源開発業務において、漁獲物の販売収入の減少時に業務遂行に支障を来さないよ

うにするために保有している金融資産については、真に保有する必要がある緩衝財源（約１０

億円）を除き、平成２３年度中に国庫納付する。

エ．その他の資産

その他の資産については、引き続き、資産の利用度のほか、経済合理性といった観点に沿っ



て、その保有の必要性について見直しを行う。

また、資産の実態把握に基づき、法人が保有し続ける必要があるかを厳しく検証し、支障の

ない限り、国への返納等を行う。

３ 研究開発支援部門の効率化及び充実・高度化

（１）管理事務業務の効率化、透明化

各研究所等と本部の支援部門の役割分担を明確にし、管理部門の効率的な業務の推進を行う。

「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成２１年１１月１７日閣議決定）に基

づく取組を着実に実施することにより、契約の適正化を推進し、業務運営の効率化を図り、契約

業務における透明性を確保するとともに、アウトソーシングの活用及び官民競争入札等の積極的

な導入を推進し、業務の質の維持・向上及び経費の削減の一層の推進を図る。

また、密接な関係にあると考えられる法人と契約する際には、一層の透明性の確保を追及し、

情報提供の在り方を検討する。

（２）調査船の効率的運用

国際的な資源管理や我が国周辺資源の回復等のための資源管理の強化が必要な中で、漁業調査

船の役割は重要となっており、調査船の効率的かつ効果的な運用を推進するための見直しを行う。

４ 産学官連携、協力の促進・強化

水産業に関する関連機関の研究開発水準の向上並びに研究開発等の効率的な実施及び活性化のた

めに、他の独立行政法人との役割分担に留意しつつ、国、他の独立行政法人、公立試験場、大学、

民間等との間で、共同研究や人材交流等を通じ、連携協力関係を構築する。このうち、研究者等の

人材交流については、今後とも積極的な展開を図る。また、研究開発等については、行政部局と密

接に連携し、行政ニーズを的確に踏まえながら、効果的な推進を図る。

地域の水産に関する研究開発に共通する課題を解決するため、各研究所を地域及び関連業界との

連携の拠点として位置付け、地方公共団体、水産関係者・関係団体、他府省関係機関、大学、民間

企業等との研究開発・情報交流の場を提供するなど、地域における産学官連携を積極的に推進する。

他の独立行政法人、公立試験場、大学及び民間企業等との共同研究契約については、数値目標を

設定して取り組む。

５ 国際機関等との連携の促進・強化

水産分野における研究開発等の国際化を効率的に推進するため、国際機関等との共同研究等を通

じて研究の一層の連携推進に取り組み、国際的な視点に基づいた研究開発を推進する。

国際ワークショップ及び国際共同研究等については、数値目標を設定して取り組む。

第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

１ 研究開発等

（１）重点領域

我が国の水産業を取り巻く状況は、国内においては資源評価が行われている資源については、

やや改善の傾向にあるものの、依然として、その４割が低位の状況にあるほか、漁船隻数の減少

等による漁獲量の減少、大型クラゲや赤潮等の有害生物による被害の増加、漁業経営の悪化及び

魚価の低迷に加え、消費者の魚離れが進んでいる。他方、国外では、水産物需要の増加、まぐろ

類を始め海洋生物資源の保存管理や国際規制の強化、生物多様性の保護等、水産業に対する関心

が高まっている。このように、水産業を取り巻く課題及び水産行政上の喫緊の課題に、的確かつ

効率的に対応するとともに限られた研究資源を合理的に活用するため、センターは、研究課題の



重点化を図るとともに、水産に関する研究開発を基礎から応用、実証まで一元的に行う我が国唯

一の総合的研究機関として、水産研究のリーダーシップを担うこととする。

このような背景の下、センターは、以下の５課題を重点的に実施し、「水産物の安定供給の確保」

と「水産業の健全な発展」の基本理念に基づき、行政機関と連携して水産業が抱える課題解決に

当たる。

ア．我が国周辺及び国際水産資源の持続可能な利用のための管理技術の開発

国連海洋法条約締約国として実施すべき我が国周辺水域における水産資源の管理、国際機関

と協調した水産資源の管理を強化する。

イ．沿岸漁業の振興のための水産資源の積極的な造成と合理的利用及び漁場環境の保全技術の開

発

沿岸域や内水面においては、漁業管理に加えて、種苗放流による資源造成、漁場環境の保全、

有害生物対策などを一体的に実施し、漁獲量の回復等、総合的な沿岸漁業振興を図る。

ウ．持続的な養殖業の発展に向けた生産性向上技術と環境対策技術の開発

養殖生産においては、ウナギ等の完全養殖技術の研究成果を踏まえ、資源と環境に配慮した

養殖生産システムを開発するとともに、新たな疾病の発生等の諸課題に対応する技術開発を推

進する。

エ．水産物の安全・消費者の信頼確保と水産業の発展のための研究開発

国民に対する水産物の安定供給を確保するために、水産物の安全・消費者の信頼確保と水産

物供給の技術及び漁業生産構造の改善による総合的な水産業の発展を図る。

オ．基盤となるモニタリング及び基礎的・先導的研究開発

上記４つの重点課題の基盤となる資源・海洋モニタリングを、都道府県と連携して実施する

とともに、基礎的・先導的な研究開発を推進する。

（２）研究開発等の重点的推進

ア．我が国周辺及び国際水産資源の持続可能な利用のための管理技術の開発

水産資源は、適切な管理により持続的な利用が可能な資源であり、その適切な保存・管理は、

国民に対する水産物の安定供給の確保及び我が国水産業の健全な発展の基盤である。国連海洋

法条約に基づく海洋秩序の下では、排他的経済水域における資源管理については沿岸国が適切

な措置を講ずべきこと、公海における資源や高度回遊性種の資源などの管理については国際協

力が行われるべきこと等が定められており、我が国はその責務を果たす必要がある。

近年、国内においては、水産資源の減少、漁獲量の減少、魚価の低迷などで漁業経営が深刻

化している。国外においては、水産物需要の増加、生物多様性の保全、まぐろ類をはじめとす

る海洋生物の保存管理や国際規制の強化等、水産業に対する関心は世界的に高まっている。一

方、気候変動による海流の変化、海水温の上昇等、海洋環境の変化が水産資源や海洋生態系に

与える影響が危惧されている。

このため、我が国周辺及び公海並びに外国経済水域等における水産資源に関し、社会・経済

的視点及び生態系機能・生物多様性を考慮した漁業・資源管理手法の開発を行うとともに、海

洋生態系の把握や気候・海洋環境変化が資源変動に及ぼす影響を解明する。また、水産資源の

合理的利用のための操業方法等の手法開発・評価を行う。さらに、資源管理に必要な情報の限

られた太平洋クロマグロを中心としたかつお・まぐろ類について、資源管理技術の開発を行う。



イ．沿岸漁業の振興のための水産資源の積極的な造成と合理的利用及び漁場環境の保全技術の開

発

我が国周辺海域は、生産力の高い海域であるが、水産資源の多くは低位水準にある。沿岸域

では、人為的開発や磯焼け等の環境変化により、藻場・干潟等の減少、底質悪化、貧酸素水塊

発生等が進むとともに、赤潮プランクトンや大型クラゲ等の有害生物被害が増加している。こ

のような中で、我が国周辺の海域を活用し、水産資源の安定供給を行うためには、漁業管理に

加えて、種苗放流による資源造成、漁場環境の保全、有害生物対策など、総合的な沿岸漁業振

興を行う必要がある。

このため、種苗放流等による資源の造成と合理的な利用技術の海域毎の開発、藻場・干潟等

の漁場環境の保全及び修復技術の開発を行うとともに、内水面の資源及び環境の保全と持続可

能な利用技術の開発を行う。また、さけます類の個体群維持のためのふ化放流、科学的調査及

び他機関への技術普及を一体的に行う。さらに、赤潮プランクトン等有害生物の影響評価・発

生予測・被害軽減技術を開発するとともに、生態系における有害化学物質等の動態解明と影響

評価手法の高度化及び除去技術の開発を行う。

ウ．持続的な養殖業の発展に向けた生産性向上技術と環境対策技術の開発

近年、水産物需要が国際的に高まっている中で、漁業生産が頭打ちになる一方、養殖生産量

が拡大し、世界の水産物需要の増大を支えている。計画的な生産や規格の統一化が行える養殖

業は、ニーズの高い水産物の安定供給に重要な役割を担っている。一方で、我が国の養殖業に

おいては、一部の魚種で養殖種苗を漁獲することによる天然資源への悪影響が懸念されるほか、

養殖漁場環境の悪化や新たな疾病の発生、養殖漁業経営の悪化等、養殖生産に伴う課題が顕在

化している。持続的な養殖業の発展のためには、資源と環境に配慮した養殖生産システムを開

発するとともに、生産に伴う諸課題に対応し、経営の安定化を推進する必要がある。

このため、ウナギ等種苗生産が難しい魚種において、天然種苗に依存しない人工種苗量産技

術の開発を行う。特に、クロマグロについては、種苗放流手法の確立を視野に安定採卵などの

技術開発を行う。また、養殖生産に有利な優良形質を持つ家系の作出を行い、優良な種苗の安

定生産技術を開発する。さらに、海外で発生している疾病等に対するリスク評価と侵入防止、

環境変化等のリスク回避に必要な技術を開発するとともに、低コスト飼料の開発、養殖環境管

理技術の開発等、養殖経営の安定化のための技術開発を行う。

エ．水産物の安全・消費者の信頼確保と水産業の発展のための研究開発

国民に対して、安全かつ消費者の信頼を確保できる水産物を安定的に供給するためには、水

産物や加工品の偽装表示や有害物質の検出等に係わる技術の開発を行うとともに、水産経営の

安定及びその基盤となる生産基盤の整備と高度化を総合的に図って行かなければならない。

このため、水産物について、海洋生物毒等の危害要因の評価・定量、品質の評価・保持及び

原産地判別等の技術を高度化する。また、漁船の安全性の確保と省エネ・省コスト技術等を活

用した効率的な漁業システムの開発を行う。さらに、新たなニーズを的確に把握した水産業の

生産基盤の整備・維持管理及び防災のための技術開発を行うとともに、水産生物の生態的特性

に応じた漁場整備や漁場環境の修復再生等の手法を開発する。

オ．基盤となるモニタリング及び基礎的・先導的研究開発

上記アからエまでの重点研究開発領域を効率的かつ着実に実施するには、その基盤となる資

源・海洋のモニタリング、基礎的・先導的研究開発及び標本等の収集、評価、保存等が必要で

ある。



このため、主要水産資源や海洋環境等の長期的モニタリング調査を都道府県と連携して実施

するとともに、温暖化の影響評価・予測を行う。また、重要水産種のゲノム解析等のゲノム情

報を活用した研究開発や他分野の技術を水産分野に応用した研究などの基礎的・先導的研究を

実施する。さらに、遺伝資源や標本等の収集・保存を行う。

２ 行政との連携

センターは、行政機関と密接な連携を図り、行政ニーズを的確に踏まえた研究開発等を推進する

とともに、その成果等を活用し、行政機関が行う水産政策の立案及び推進に協力する。また、行政

機関からの依頼に応じて、センターの有する総合的かつ高度な専門的知識を活用して、緊急対応を

行うとともに、調査に参加するほか、国際交渉を含む各種会議等へ出席する。

３ 成果の公表、普及・利活用の促進

（１）国民との双方向コミュニケーションの確保

研究開発等の推進に際しては、センター及び所属する研究者等の説明責任を明確化し、国民と

の継続的な双方向コミュニケーションを確保するとともに、多様な情報媒体や機会を効果的に活

用して、成果について分かりやすい形で情報を発信する。

（２）成果の利活用の促進

研究開発等については、迅速な成果の実用化を図るため、その企画段階から技術や成果の受け

手となる関係者の意見をとり入れる等の方法により、成果の活用・普及及び事業化までを見据え

た上で取り組む。

また、研究開発等の成果は、データベース化やマニュアル作成等により積極的に利活用を促進

する。また、行政・普及部局、公立試験研究機関、産業界等との緊密な連携の下に普及事業等を

効果的に活用し、成果の現場への迅速な技術移転を強化する。成果の利活用の促進については、

数値目標を設定して取り組む。

（３）成果の公表と広報

成果は、積極的に学術誌等への論文掲載、学会での発表等により公表するとともに、主要な成

果については、各種手段を活用し、広報活動を積極的に行う。成果の公表及び広報については、

数値目標を設定して取り組む。

（４）知的財産権等の取得と利活用の促進

重要な成果については、我が国の水産業等の振興に配慮しつつ、国際出願も含めた特許権等の

迅速な取得により権利の確保を戦略的に行うとともに、民間等における利用を促進する。また、

農林水産研究知的財産戦略等を踏まえ、必要に応じて知的財産方針を見直す。特許出願件数につ

いては、数値目標を設定して取り組む。

４ 専門分野を活かしたその他の社会貢献

（１）分析及び鑑定

行政、各種団体、大学等の依頼に応じ、センターの有する高い専門知識が必要とされる分析及

び鑑定を実施する。

（２）講習、研修等

行政、普及部局、漁業者等を対象とした講習会の開催、国公立研究機関、産業界、大学、国際

機関等外部機関からの研修生の受入れ等を行う。講習会等の回数については、数値目標を設定し



て取り組む。

（３）国際機関、学会等への協力

国際機関、学会等への専門家の派遣、技術情報の提供等を行う。

（４）各種委員会等

センターの有する専門知識を活用して、各種委員会等への職員の派遣、検討会等への参画等を

積極的に行う。

（５）水産に関する総合的研究開発機関としてのリーダーシップの発揮

我が国における水産に関する唯一の総合的研究開発機関である特長を最大限に活かし、研究開

発に係る情報の収集とデータベース化、公立試験研究機関、大学、民間等が必要とする情報の提

供、水産分野の研究開発等を促進するための各種会議を開催等を行う。

（６）「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律」（カルタヘナ法）

への対応

「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律」（平成１５年法

律第９７号）第３２条の規定に基づき、同条第２項の農林水産大臣の指示に従い、立入り、質問、

検査及び収去を実施する。

第４ 財務内容の改善に関する事項

１ 収支の均衡

適切な業務運営を行うことにより、収支の均衡を図る。

２ 業務内容の効率化を反映した予算計画の策定と遵守

「第２ 業務運営の効率化に関する事項」及び上記１に定める事項を踏まえた中期計画の予算を

作成し、当該予算による運営を行う。

３ 自己収入の確保

事業の目的を踏まえつつ、自己収入の確保に努める。

第５ その他業務運営に関する重要事項

１ 人事に関する計画

（１）人員計画

中期目標期間中の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む。）を定め、

業務に支障を来すことなく、その実現を図る。

（２）人材の確保

研究開発職員の採用に当たっては、試験採用及び選考採用を組み合わせて、女性研究者の積極

的な採用を図るとともに、若手研究開発職員の採用に当たっては、任期付任用の活用を図り、中

期目標達成に必要な人材を確保する。

研究担当幹部職員については、広く人材を求めるための公募方式の積極的活用など、適材適所

による任用を引き続き進める。

２ 内部統制



センターに対する国民の信頼を確保する観点から、「独立行政法人における内部統制と評価につい

て」（平成２２年３月独立行政法人における内部統制と評価に関する研究会）を踏まえ、内部統制の

更なる充実・強化を図る。

３ 情報の公開と保護

公正で透明性の高い法人運営を実現し、法人に対する国民の信頼を確保する観点から、情報の公

開及び個人情報の保護に適正に対応する。

なお、情報の取扱いについては、情報セキュリティに配慮した業務運営の情報化・電子化に取り

組み、業務運営の効率化と情報セキュリティ対策の向上を図る。

４ 環境対策・安全管理の推進

センターの活動に伴う環境への影響に十分配慮するとともに、事故及び災害を未然に防止する安

全確保体制の整備を行う。また、環境負荷低減のためのエネルギーの有効利用やリサイクルの促進

に積極的に取り組む。



［単位：円］

資産の部
Ⅰ流動資産

現金及び預金
有価証券
たな卸資産
前渡金
前払費用
未収収益
未収金
その他

流動資産合計 6,100,094,591

Ⅱ固定資産
1 有形固定資産

建　　　　物 39,193,198,014
減価償却累計額 15,893,422,724
減損損失累計額 91,657,116

構築物 9,155,687,314
減価償却累計額 4,481,485,325
減損損失累計額 1,635,366

機械及び装置 2,082,988,430
減価償却累計額 1,543,065,200
減損損失累計額 27,594

船　　　　舶 22,573,895,597
減価償却累計額 14,961,696,673

車両運搬具 209,694,610
減価償却累計額 173,331,366

工具器具備品 7,068,886,632
減価償却累計額 5,605,253,116

土　　　　地 11,349,159,461
減損損失累計額 490,893,677

建設仮勘定
有形固定資産合計

2 無形固定資産
特許権
電話加入権
その他

無形固定資産合計

3 投資その他の資産
投資有価証券
敷金・保証金
長期前払費用
預託金
出資金

投資その他の資産合計
固定資産合計 50,224,451,040

資　産　合　計 56,324,545,631

貸　借　対　照　表
平成25年3月31日

独立行政法人　水産総合研究センター
（法人単位）

科　　　目 金　　　額

539,895,636

7,612,198,924

334,586

23,208,118,174

1,737,590

1,463,633,516

2,229,884,047
1,029,700

3,125,621,412
496,948,515
243,704,141

834,600

11,251,800
19,716,172

50,000

36,363,244

555,472,280

4,672,566,623

10,858,265,784
1,238,315,525

500,058,914

1,203,630

38,536,800

49,629,357,426

39,621,334

8,653,362

15,622,936

【水産総合研究センター】



［単位：円］

負債の部
Ⅰ流動負債

運営費交付金債務
預り寄附金
未払金
前受金
預り金
設備関係未払金
未払消費税等
災害損失引当金

流動負債合計 5,282,889,870

Ⅱ固定負債
資産見返負債

資産見返運営費交付金 1,966,461,209
資産見返物品受贈額 20,732,806
資産見返寄附金 20,892,179
資産見返補助金等 127,287,208
建設仮勘定見返運営費交付金 2,810,850
建設仮勘定見返施設費 1,235,504,675
工業所有権仮勘定見返運営費交付金 19,716,172

資産除去債務
固定負債合計 3,422,061,387

負　債　合　計 8,704,951,257

純資産の部
Ⅰ資本金

政府出資金
資本金合計 58,724,926,343

Ⅱ資本剰余金
資本剰余金
損益外減価償却累計額(▲)
損益外減損損失累計額(▲)
損益外利息費用累計額(▲)

資本剰余金合計 ▲ 11,491,004,394

Ⅲ利益剰余金 385,672,425
純　資　産　合　計 47,619,594,374

負債純資産合計 56,324,545,631

科　　　目 金　　　額

1,991,848,858

21,266,300
5,281,500

985,326,807

4,216,176

76,934,156

2,197,541,255

25,784,475,682
▲ 36,678,820,321

▲ 590,804,405
▲ 5,855,350

58,724,926,343

3,393,405,099
28,656,288

474,818



［単位：円］

経常費用
業務費

給与手当 5,574,089,727  
福利厚生費 921,943,063  
雑給 1,090,457,849  
退職手当 427,861,351  
外部委託費 662,253,808  
研究材料消耗品費 1,184,179,565  
旅費交通費 676,999,660  
備品費 296,651,656  
減価償却費 529,408,203  
保守・修繕費 1,049,580,758  
水道光熱費 1,656,893,639  
用船費 1,700,283,315  
その他経費 536,467,132  16,307,069,726  

一般管理費
役員報酬 98,109,289  
給与手当 862,836,171  
福利厚生費 151,014,376  
雑給 116,027,424  
退職手当 123,946,020  
旅費交通費 65,453,490  
消耗品費 14,239,270  
備品費 11,636,319  
減価償却費 79,980,261  
保守・修繕費 30,963,209  
水道光熱費 31,731,132  
賃借料 41,213,057  
その他経費 152,350,785  1,779,500,803  

経常費用合計 18,086,570,529  

経常収益
運営費交付金収益 13,310,241,794  
事業収益

成果普及及び提供収入 5,269,790  
漁獲物売却収入 754,209,303  
財産賃貸収入 4,980,540  
その他事業収入 9,321,428  773,781,061  

受託収入
国又は地方公共団体 2,407,007,483  
その他の団体 267,413,269  2,674,420,752  

補助金等収益 723,156,828  
寄附金収益 22,250,582  
資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 372,303,687  
資産見返物品受贈額戻入 70,908,120  
資産見返寄附金戻入 8,001,967  
資産見返補助金等戻入 28,875,418  480,089,192  

財務収益
受取利息 2,416  
有価証券利息 2,770,869  2,773,285  

雑益 110,557,105  
経常収益合計 18,097,270,599  

　 経常利益 10,700,070  

臨時損失
固定資産除却損 24,309,596  
固定資産売却損 8,124  24,317,720  

臨時利益
固定資産売却益 1,150,819  
資産見返運営費交付金戻入 15,534,270  
資産見返物品受贈額戻入 6,500,193  
資産見返寄附金戻入 237,707  
資産見返補助金等戻入 388,932  
災害損失引当金戻入益 4,950,330  28,762,251  

当期純利益 15,144,601  
前中期目標期間繰越積立金取崩額 88,202,771  
当期総利益 103,347,372  

損　益　計　算　書
自平成２４年４月１日　　至平成２５年３月３１日

独立行政法人　水産総合研究センター
（法人単位）

科　　　　　目 金　　　　　額
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